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研究成果の概要（和文）：性的少数者も、何らかの問題を抱えたときには、様々な相談機関を利用する。しか
し、例えば痴漢の被害のような性的問題を抱えたとき、相談機関や公的機関に相談したところ、当人の性的指向
を理由に適切に扱ってもらえなかったという経験を持つ者は少なくなく、そうした経験は彼らの間で流布してい
る。それゆえ問題の種類によっては相談することを諦めるケースが多い。その結果、問題を抱えても仲間内で相
談するに留まらざるを得ないことになるという点で、司法アクセスにハードルがあることが明らかになった。も
っとも、同性婚訴訟では、エスタブリッシュメントの支持を得ており、状況が変化しつつある可能性のあること
も明らかになった。

研究成果の概要（英文）：Sexual minority people also experience legal troubles and use various 
counseling organizations just like other people.  However, even if they use consultation agencies 
when they experience sexual content trouble like a molester, some consultation agencies do not take 
it seriously because of their sexual orientations. And rumors of having had such an experience are 
spreading among them. As a result, some of them will not  use consultation institutions, and consult
 only in their companion even if they experienced legal troubles because they are afraid of such 
experiences again. In that sense, it became clear that civil justice access was not sufficiently 
guaranteed for sexual minorities.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
民事司法アクセスについては、『司法制度改革審議会意見書』に基づいて、弁護士増員が図られたり、法テラス
が設置されるなど、様々な改善が図られ、一定の効果を上げている。これは、多くの市民にとっては民事司法ア
クセスに対する改善と言えるかもしれない。だが、性的少数者というマイノリティの司法アクセスの現状という
点でいうならば、こうしたマイノリティにとっては、司法アクセスの改善は、単に地理的あるいは経済的な面で
のアクセス障壁をなくすだけではなく、実質的な意味で相談機関となる関係者の偏見をなくさなければ改善しな
いということである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 

（１）研究代表者は、かねてより何らかの問題を抱えた一般市民が、その問題を処理するため
にどういった相談機関を利用するか、あるいは相談機関を利用するにはどういった障害があり
うるのかについて関心を持っていた。一方、共同研究者の大塚は、何からの問題を抱えている
市民が、その問題を解決するための社会運動がいかにして成立するか、またその過程におい
て、弁護士がどのように関与するかについて関心を持っていた。 

（２）問題を抱えた一般市民が、抱えた問題の解決のために、どういった相談機関に相談する
のか、相談機関を利用したことで、その後の紛争解決行動に与えるインパクトはどうか、とい
ったことについては、法社会学分野では、民事紛争処理研究として、全国の市民を対象とした
実証研究が行われ、それによって得られたデータを基に、松村・村山編（2010）に見るよう
に、多くの研究がなされてきた。 

（３）民事紛争処理に関する既存の研究においても、相談機関の利用については、問題を抱え
た当人の属性—性別や学歴、所得、職業上の地位など—が大きな影響を及ぼしていることがあ
きらかになっていた。同様の意味で、何らかの意味においてマイノリティに属する者にとって
は、そもそも問題を抱えたとしても、こうした相談機関を利用して問題の解決を図ることが難
しいということが考えられる。しかしながら、そうしたマイノリティを対象とした司法アクセ
スの障害についての実証研究は、これまで本格的には行われてきていなかった。 

引用：松村良之・村山眞維編（2010）『現代日本の紛争処理と民事司法① 法意識と紛争行
動』東京大学学出版会 

 

２．研究の目的 

（１）上記の状況にかんがみ、この研究では、性的なマイノリティを対象に、彼らがどのよう
な問題を抱え、その問題に対応するために、どのような相談機関を利用しようとするのか、ま
たそのときに彼らの司法アクセスを妨げる障害となるのはどのような要因なのかを明らかにす
ることが、この研究の中心的な目的である。 

（２）また、性的マイノリティの場合、性別や身体障碍といったマイノリティとは違って、一
見しただけではマイノリティであることが分からず、マイノリティであることを、たとえ相談
機関に対してであっても明らかにすることを本人が躊躇することも考えられる。他方、相談内
容が性的な内容に絡む場合、相談には当人の性的志向を明らかにすることが必要なことも考え
られる。こうしたジレンマに陥った者が、当該問題を解決するためにどのような方法をとるの
か、を明らかにすること、これが 2つ目の研究目的になる。 

 

３．研究の方法 

研究の方法としては、(1)民事紛争処理に関する既存文献並びに性的マイノリティをはじめとす
るマイノリティの権利擁護に関する既存文献を収集してその内容を検討するとともに、(2)実際
に性的マイノリティにインタビュー調査を行った。そのうえで、研究代表ならびに研究分担者
は、定期的に研究会を開催して、インタビュー調査結果や文献研究の結果を持ち寄り、その知
見を検討した。なお、研究調査を進める中で、社会学・社会福祉学の観点からのマイノリティ
研究の知見も参考にする必要性が高くなったことから、障碍者・セクシャルマイノリティに関
する社会学研究者を１名、研究分担者として追加することで対応した。とりわけ、共同研究者
を追加した後は、同性婚の訴訟に関与している者や、そうした裁判に携わっている弁護士に対
して面接調査を行ったほか、性的マイノリティの集会へのさん参加観察も実施した。 

 

４．研究成果 

性的マイノリティに、もめ事の経験と、それを解決するための相談機関の利用について尋ね
たところ、大筋については、民事司法紛争全国調査の知見に沿った内容になった。すなわち、
本人の様々な属性や抱えた問題の種類によって、利用する相談機関は異なっている。しかしな
がら、性的な問題については、むしろ公式の相談機関についてはなかなか相談することを躊躇
するという声が聞かれた。研究目的（２）に関連することでは、たとえば痴漢などの性的被害
を公的機関に訴えたとき、当人の性的志向を指摘され、当人が満足のいくような対応がなされ
なかったという経験を訴える者がおり、そうした経験の情報は、彼らのネットワークを通し
て、同様のマイノリティ間で共有される傾向がある。その結果、抱えた問題の種類が異なって



いても、公的機関に相談しても、性的マイノリティであることを逆に指摘されてきちんと扱わ
れない可能性があることから、相談機関を利用することを躊躇するという声が聞かれた。そう
した者の間では、むしろ、問題は彼ら同士の間のネットワークの中で相談され、対応が取られ
ていた。その意味で、民事司法アクセスが十分に保障されているとは言えない状態にあること
が明らかになった。 

性的マイノリティ自身の存在を外部にアピールする様々な運動があり、これらによって、世
間においても少しずつ性的マイノリティの存在が広く理解されるようになってきている。この
ことによって、相談機関の側においても、徐々にではあるが、性的マイノリティの対応を図ろ
うとする動きがあることも明らかになった。そのことは、性的マイノリティにとっては、司法
アクセスの改善に繋がりうる。 

 他方で、性的マイノリティについても、そうでない者と同様の権利を求めるものの典型が同
性婚訴訟である。この訴訟の当事者や支援者にとっては、同訴訟は彼ら自身のアイデンティテ
ィ確立の意味を付与されたものであり、訴訟の度に集会を開いたり、各地で行われている訴訟
グループのネットワーキングを図るといったことが行われているが、こうした活動は、彼らの
存在や訴えが正当なものであるということを支援者だけでなくマイノリティの当事者に認識さ
せるある種の啓蒙的な機能も果たしている。その意味で、こうした訴訟運動は問題状況の告発
だけでなく、当事者のアイデンティティの変容を迫る機能を果たしていると言える。そのこと
は、先に記したような公的相談機関への相談を躊躇する態度を改めるよう作用し、将来的には
彼らの司法アクセスを改善に導く可能性がある。 

  とは言え、自己が性的マイノリティであることを外に表すことの出来ない者については、
司法アクセスの改善につながらない可能性は依然として残っていることも確かであり、こうし
た者にとっての司法アクセスの改善をいかに図るかが課題であると言える。 
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